
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

基本理念 目標 施策の柱 

誰
も
が
居
場
所
と
出
番
を
持
っ
て
、
共
に
支
え
合
い
な
が
ら
、
安
心
し
て
す
こ
や
か
に
自
分
ら
し
く
暮
ら
せ
る
地
域
社
会
の
実
現 

【目標１】 

住み慣れ

た地域で

安心して

暮らし続

けるため

の体制の

整備を強

化します 

【目標２】 

利用者の

自立を支

え、介護す

る家族等

を支援す

る障害福

祉サービ

スの充実

を図りま

す 

 

【目標３】 

一人一人

の出番を

創出し、生

きがいを

持ってい

きいきと

暮らせる

まちづく

りを推進

します 

１ 共生社会の実現に

向けた取組の推進 

２ 障害のある人が安

心して暮らせる地

域社会の実現 

３ 障害のある人の社会

参加等による豊かな

暮らしの実現 

４ 就労の支援と定着の

促進 

５ 障害児支援体制の整 

備 

施策の方向性 

(1) 障害を理由とする差 

別の解消の推進 

(2) 権利擁護の推進 

(3) 精神障害にも対応し 

た地域包括ケア 

システムの構築 

(4) 市民の意識啓発 

(1) 包括的な支援体制の 

整備 

 

(2) 障害福祉サービスの充 

実 

 

(3) 各種助成制度の適切な 

運用 

(4) 災害時への備えの充実 

(1) 社会参加の促進 

(2) 日中活動の充実 

(3) 当事者活動の促進 

(1)  一般就労の促進 

(1) 児童発達支援事業等の 

充実 

(2) 重症心身障害児等に対応 

した児童発達支援事業等 

の充実 

(3) 医療的ケア児支援体制の 

確保 

(2) 福祉的就労の促進 

現行計画の体系 

第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画策定の考え方について 

基本理念 

目標 

施策の柱 

施策の方向性 

障害福祉サービス量等の見込 

次期計画 

計画の位置付け 

 

① 障害者計画 

  障害者基本法第 11 条第 3項の規定に基づ

く「市町村障害者計画」として、当市におけ

る障害福祉の推進にかかる理念や基本的な施

策の方向を定めるもの。 

 

② 障害福祉計画 

  障害者総合支援法第 88 条第 1項の規定に

基づく「市町村障害福祉計画」として、当市

における障害福祉サービス、相談支援及び地

域生活支援事業提供体制の確保や実施に関す

る計画を定めるもの。 

 

③ 障害児福祉計画 

  児童福祉法第 33条の 20 の規定に基づく

「市町村障害児福祉計画」として、障害児通

所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保

や実施に関する計画を定めるもの。 

 

※計画の策定に当たっては、「上越市第 7次 

総合計画」や「上越市第 3 次地域福祉計 

画」その他各種計画等との整合を図るもの 

とする。 

 

 

 

国の動向 

〇令和 3年 5月に「障害者差別解消法」が改正され、合理的配慮の 

提供が民間事業者にも義務付けられた。 

〇令和 3年 9月に「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関す 

る法律」が施行され、医療的ケア児等に対する支援について、国 

や地方公共団体等の責務と明記された。 

〇令和 4年 5月に「障害者よる情報の取得及び利用並びに意思疎通 

に係る施策の推進に関する法律」が施行され、障害者による情報 

の取得・利用・意思疎通に係る施策に関し、国や地方公共団体等 

の責務を明らかにするとともに、障害者計画の策定や変更に当た 

っては同法の規定の趣旨を踏まえることとされた。 

〇令和 4年 10月に「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援 

するための法律等の一部を改正する法律」が公布され、障害者等の 

地域生活及や就労の支援の強化等により、障害者等の希望する生活 

を実現するため、地域生活の支援体制の充実や多様な就労ニーズに 

対する支援等の措置を講ずることとされた。 

 

障害者総合支援法の主な改正内容 

〇グループホームの支援内容として、一人暮らし等を希望する者に対 

する支援や退去後の相談が含まれることを明確化 

〇基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点等の整備を市町村の努 

力義務化 

〇自立支援協議会で障害者個々の事例について情報共有するとともに、 

関係機関による協議会への情報提供に関し努力義務化 

〇就労アセスメントの手法を活用した「就労選択支援」の創設 

〇一般就労中であっても、就労系障害福祉サービスの一時利用が可能 

〇市町村や障害福祉サービス事業者等の連携先として、障害者就業・ 

 生活支援センターを明確化 

〇居住地特例の対象に介護保険施設等を追加 

市民ニーズ 

〇市民アンケートの調査結果 

〇事業所アンケートの調査結果 

〇障害者団体アンケートの調査結果 

障害福祉計画及び障害児福祉計画に係る基本指針 
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